



The Early Products of UNIFORM-1 Satellite and Future View
























































































Mass / Size < 50 kg, < 50 x 50 x 50 cm
Mission 
Payloads
Microbolometer Array Sensor x 1
Visible Light Camera x 1
Onboard 
Computer




S-band Transmitter (HK) 64kbps
S-band Receiver (HK) 10kbps
S-band Antenna x 2
X-band Transmitter (Mission)  
10Mbps
X-band Antenna x 1
CCSDS compliant
Power
Max Generation > 100W, Solar 
Array :GaAs 
20 series x 1 parallel (+x panel)
20 series x 2 parallel (-x panel)
20 series x 1 parallel (+y panel)
20 series x 1 parallel (+z panel)
20 series x 7 parallel (-z panel)
Max Consumption > 50W
Li-ion Battery : 8 series x 2 parallel 
2.5～4.2 x 8 = 20～33.6 V




GPS Receiver (GPS Antenna x 2)
Sun Sensors x 3, Star Tracker x 1





Magnetic Torquer Rods x 3 
Reaction Wheels x 4
Discrete, Active Analog, Passive 








































































































































GS D      100m
S waths 1000km



























































が JSpOC （ The United States Joint Space Operations 
Center）で無料で公開されており，UNIFORM-1号機
も同サービスに登録している。2014年7月18日の近接
アラートを皮切りに，これまで3度の連絡を受け取っ
ている。衛星の周回軌道は大きく変化しないので，
一度アラートが発生すると，その後3日程度はアラー
トが継続するのが普通である。これまでの最接近距
離として，96mのアラートが発生している。
このような衛星とデブリ，衛星同士の衝突可能性
に関しては，予測値が必ずしも正確ではないこと，
またUNIFORM-1号機には瞬時に軌道を大きく変更
する機能を有していないことなどから，運用上出来
ることはほとんど無い。初期においては近接アラー
ト前後で緊急運用を行い衛星の健全性を確認したり
もしたが，現在では特に対応方法も無いため，アラー
ト発生時に緊急運用を入れるなどの対応は行ってい
ない。今後，数mまでの接近アラート等がある場合
にはまた，緊急運用の必要性に関して，議論を行う
予定である。
通信可能範囲
通信可能範囲
通信可能範囲
図6　地上局の通信可能範囲イメージ図
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3. 今後の展望
UNIFORMプロジェクトでは，衛星や地上局の製
造・運用に関するキャパシティービルディング手法
を確立することも一つの重要な課題である。現在，
新川崎にある慶應白坂研のラボにて衛星製造・運用
の，和歌山大学において地上局製造・運用のキャパ
シティービルディングが実施されている。
3.1 衛星キャパシティービルディング
2014年度には，カザフスタンから5名，ベトナムか
ら1名の若手技術者を受け入れ，ほどよし-1号機をベー
スとしたUNIFORM2号機・3号機を使ったキャパシ
ティービルディングを実施している（図7）。キャパ
ビルの実施に際しては，事前に経済産業省に技術輸
出申請を実施し，許可を得て実施を行った。
プロジェクトが終了する今年度末には，
UNIFORM-2号機・3号機は製造訓練機として，一応
の完成体として製造を終了する。使用周波数が未申
請・劣化部品に関してはダミーを使用している等の
理由により，これら製造訓練衛星はそのままFMとし
て打ち上げることは出来無い。一方で来年度以降の
打ち上げ予定もまだ決まっていないため，現在，カ
ザフ国立大学，ブラジル宇宙庁等と調整を進めてい
る。来年度以降には両国からの資本導入も受け入れ，
共同衛星としての実打ち上げ・運用を実施したいと
考えている。
3.2 地上局キャパシティービルディング
2月末に，JSTさくらサイエンス予算を利用して，
ベトナムから約10名のエンジニアが参加，地上局の
製造方法および運用に関するキャパシティービルディ
ングを１週間，実施した。（図8）ベトナムではSバ
ンドおよびXバンドの自国内での製造・運用を希望
しており，今後，ベトナム国内予算の獲得後に，具
体的な製造・運用支援を行う予定である。
一方で大学としてはこのような機器を海外に輸出
する実施主体とはなれないため，外部企業等との協
力や，学内ベンチャー企業の起ち上げ等，実施可能
な体制を構築する必要がある。また実際の販売・技
術支援に当たっては，人員やイニシャルコストの確
保も必要不可欠である。今後はこれらの体制や財政
面も含めた検討を行っていく予定である。
4. おわりに
本年度は，UNIFORMプロジェクトの大きな節目
であるUNIFORM-1号機の打上・運用を実施し，和
歌山大学として，衛星運用能力を獲得した重要な一
年となった。また和歌山大学が中心となり製造・運
用を行った地上局は，落雷による迷走電流等の被害
などもありながら，極めて安定的に定常運用されて
いることは，大きな成果である。
一方，補助金が終了する来年度以降に関しては，
得られた技術・ノウハウを元に，運営資金を自ら稼
ぐことが求められている。大学組織はビジネス主体
となることを前提には構築されておらず，また今後
も現在と変わらない活動を実施していればよい，と
いう雰囲気も根強く残っている。しかしUNIFORM
プロジェクトを通じて実践してきた教育から人材育
成，産業育成へと続く一連の活動は，今後の我が国
図7　新川崎における衛星製造キャパビルの様子
図8　ベトナム若手技術者研修
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の宇宙開発の産業化や，人材育成にとって非常に大
きな意味を持つと考えている。
今後，様々な困難も予測されるが，当研究所とし
てはしっかりと業務を継続していきたい。
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